
公文書院の設置等による公文書管理適正化推進法案 

【公文書院の設置等による公文書等の管理の適正化の推進に関する 

法律案〔新規立法〕】 

＜立法の背景・趣旨＞ 

  近年、各行政機関において行政文書の管理をめぐる問題が生じている。 

 →独立性及び専門性をもって公文書等の適正な管理を図るために必要な事務をつかさ

どる公文書院を設置し、一元的な行政文書の管理に資するよう行政文書の管理に関す

る統一的な基準を策定させるとともに、中立公正な立場において行政文書の管理の状

況を継続的に監視させることにより、公文書等の管理の適正化を推進する必要がある。 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

① 内閣の所轄の下に（※）公文書院を置くものとし、政府は、そのために必要

な法制上の措置その他の措置を講ずるものとすること。 

   ※ 内閣に属するものの、直接の指揮命令を受けず、独立して職権を行う。 

② 公文書院は、この法律の施行後３年以内に置かれるものとすること。 

③ 公文書院の基本的な事務・組織・権限について定めること。 

④ 政府は、公文書院の設置に伴い、公文書院に対する行政文書の管理に関す

る通報をした職員の保護に関し必要な施策や専門的な知識を有する人材を

活用するために必要な施策（行政機関への配置等）を講ずるものとすること。 

 

この法律の施行後３年以内に設置 

○基本的な事務 

①公文書管理に関する企画・立案・推進 

②行政文書の管理状況の監視（通報を受けて行う 

ものを含む。） 

③一元的文書管理システムの整備・管理 

④歴史公文書等の保存・利用 

⑤専門的な知識を有する人材の育成

【公 文 書 院】 

公文書院に対する行政文書の管理に
関する通報（通報した職員の保護） 

専門的な知識を有する人材の配置等 

【行 政 機 関】 

○権限に関する基本的事項 

①所掌事務に関する規則の制定 

②行政文書の管理状況の調査 

③行政機関の長に対する勧告 

 

 

統一基準の策定 

中立公正な立場
で継続的な監視 

〔公文書院設置に伴う施策〕 ○組織に関する基本的事項 

①独立性・専門性をもって所掌事務を行うよう整備 

 （国会同意人事、職権の独立行使など） 

②公文書館を設置 

行政文書の管理 

の適正化の推進 


